がん検診の事業評価について




①　平成24年度第2回がん検診部会（平成24年11月20日開催）において、「がん検診の事業評価」の


課題について、その改善策を議題に取り上げた。


【改善策（案）】


・市町村の評価段階の設定及び結果公表を行う


・精検受診率７０％未満の市町村へ文書発出


・事業評価の重要性について、市町村や医療機関へ周知文書発出


②　改善策（案）については、委員からの提案等をもとに、部会長と事務局で再度検討を行い、次回開催部会


で承認を得ることとした。





１．これまでの経過





２．結論





■市町村の評価段階の設定および結果公表を行う。


＜結論＞


事業評価項目のうち、未達成項目の数により「A・B・C・D」に分類し、調査未提出・未記入をEとし、


5段階評価とした。


＜事務局の考え方＞


①　5がんをすべて同一の評価法で評価するためには、各がんごとで項目数に違いがあるため、未達成項目数


で評価することとした。


②　また、未達成項目数による分類については、他府県の事例を参考にあらためて設定した。


※今回提案する分類と同一の都道府県は、宮城県、長野県、広島県等である。





■精検受診率７０％未満の市町村へ文書発出


＜結論＞


発出文書については、5がんをまとめて記載した「前回提案資料（案1）」を採用し、毎年度発出する。


②　なお、2年連続して許容値を下回る数値であった場合、2カ年分の数値を記載する。（※資料３－２参照）


③　文書発出後においても、改善の見られない市町村に対しては、各がんごとの分析内容等を記載した「前回


提案資料（案2）」を発出することを検討する。


＜事務局の考え方＞


①　今回の文書発出は、各市町村に対して、当該自治体の現状把握及び改善への意識づけを意図するものであるため、許容値を下回る市町村に対しては、毎年度文書を発出し、継続して働きかけることが望ましい。


②　発出文書に経年的な精検受診率の数値を示すことで、更なる意識づけに繋がると考えられる。





毎年度、2カ年度前の精検受診率が12月頃に判明されることから、毎年度３月開催（予定）の当部会において、議事の提案を行い、当部会での承認をもって発出する。


※理由：最新年度精検受診率を用いて文書を発出することが望ましいため。なお、今年度においては平成23年度の精検受診率をもって発出することになる。





３．今後の流れ（精検受診率70％未満の市町村への文書発出）








